






























２ 三郷村は、平成15年12月から同20年１月にかけて、A農協並びに B及び C
の２銀行（以下「本件金融機関等」と総称する。）との間で、本件三セクの債務に
ついて、相次いで損失補償契約（以下「本件各損失補償契約」と総称する。）を締
結した。その契約内容は、いずれもおおむね以下のような内容のものであっ
た。
(１) 三郷村は、本件金融機関等との銀行（農協）取引約定書に基づき本件三
セクに既に融資し、又は今後融資することによって本件金融機関等に生じた
損失について、一
(２)
定額を限度として、その利息（損失を含む。）とともに損失
を補償するものとする。
(２) (１）において本件金融機関等に生じた損失とは、本件金融機関等が上
記約定書に基づき本件三セクに融資した元金及びその利息（損失を含む。）に
ついて、償還期限を２か月経過してもなおその全部又は一部の弁済を本件三
セクから受けることができなかった場合の債権額をいうものとする。
３ 本件各損失補償契約は、いずれもその事項、期間及び限度額につき、三郷村
議会の議決を経ていた。なお、三郷村は、本件各損失補償契約の締結に先立
ち、長野県に対し、損失補償契約を締結することの法律上の可否について行政
照会を行っており、平成14年９月、損失補償契約は財政援助制限法によって禁
止されてはおらず、実際にも多く行われている旨の回答を得ていた。
４ Xらは、安曇野市監査委員に対し、本件各損失補償契約が無効であること
を本件三セクに対して確認し、上記契約に基づく一切の支払をしてはならない
ことなどを市に勧告するよう求めて住民監査請求をしたが、同監査委員は、平
成20年４月までに、上記監査請求を全て棄却した。
《訴訟の経緯》
１ 一審（長野地判平成21年８月７日）は、民法上の保証契約と損失補償契約とで
は、民法上の保証契約が主債務の存在を前提とし、主債務者による債務不履行
があった場合に責任が生じるのに対し、損失補償契約は主債務の存在を前提と
せず、契約の相手方に実際に損失が生じたことにより責任が生じるものであっ
て（本件各損失補償契約もこのような損失補償契約の類型と異なるものではない。）、
損失補償契約と債務保証契約は、法的にはその内容及び効果の点において異な
る別個の契約類型であるから、損失補償契約の締結は財政援助制限法３条に違
反するものではないと述べて、Xらの差止め請求を棄却した。
(２) 具体的には、A農協との間では元本極度額２億5000万円、B銀行との間では元金5250
万円、また、C銀行との間では融資残高元金4875万円を指す。
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２ 一審判決に対しXが控訴したところ（他に１名いた原告は控訴取下げ）、控訴
審判決（東京高判平成22年８月30日）は、一審判決を変更して、Xの差止め請求
を認容した。控訴審判決の判断理由の要旨は以下のとおりである。
① 損失補償契約の中でも、その契約の内容が、主債務者に対する執行不能
等、現実に回収が望めないことを要件とすることなく、一定期間の履行遅滞
が発生したときは損失が発生したとして責任を負うという内容の場合には、
財政援助制限法３条が類推適用される。
② 同条に違反して締結された損失補償契約は、同条の趣旨を没却しない特段
の事情が認められない限り、私法上も無効である。
③ 本件各損失補償契約は、その内容からして明らかに保証契約と同様の機能
を果たすものということができ、財政援助制限法３条の趣旨に反する。
３ 控訴審判決に対し、Yが上告受理申立てを、Y側に補助参加したA農協
（本件金融機関等の一つ）が上告をそれぞれ同日付けで行ったところ、最高裁第
一小法廷は、Yの上告受理申立てに対しては不受理決定をしたものの、A農
協の上告に対し、職権により検討した結果であるとして下記判旨一記載のとお
り述べ、控訴審判決中Xの請求を認容した部分を破棄し、一審判決をも取り
消してXの訴えを却下する旨の自判をした。これには「付言」として、損失
補償契約と財政援助制限法３条の関係が述べられているほか、この付言部分を
敷衍する宮川裁判官の詳細な補足意見が付されている（下記判旨二）。
【判旨】
一 差止請求の可否
?記録によれば、上記株式会社は原判決言渡し後に清算手続に移行しており、
当該手続において、同社の債務のうち市が本件各契約によって損失の補償を約し
ていた部分については、既に上記金融機関等に全額弁済されたことが認められる
から、市が将来において本件各契約に基づき上記金融機関等に対し公金を支出す
ることとなる蓋然性は存しない。そうすると、本件においては、地方自治法242
条の２第１項１号に基づく差止めの対象となる行為が行われることが相当の確実
さをもって予測されるとはいえないことが明らかである。
したがって、被上告人が上告人に対し本件各契約に基づく上記金融機関等への
公金の支出の差止めを求める訴えは、不適法というべきである。上記訴えに係る
請求につき本案の判断をした原判決は失当であることに帰するから、原判決中同
請求に係る部分を破棄し、同部分につき第１審判決を取り消し、上記訴えを却下
すべきである。そして、上記訴えは、不適法でその不備を補正することができな
いものであるから、当裁判所は、口頭弁論を経ないで上記の判決をすることとす
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る。」
二 損失補償契約に係る違法性の判断
?付言するに、地方公共団体が法人の事業に関して当該法人の債権者との間で
締結した損失補償契約について、財政援助制限法３条の規定の類推適用によって
直ちに違法、無効となる場合があると解することは、公法上の規制法規としての
当該規定の性質、地方自治法等における保証と損失補償の法文上の区別を踏まえ
た当該規定の文言の文理、保証と損失補償を各別に規律の対象とする財政援助制
限法及び地方財政法など関係法律の立法又は改正の経緯、地方自治の本旨に沿っ
た議会による公益性の審査の意義及び性格、同条ただし書所定の総務大臣の指定
の要否を含む当該規定の適用範囲の明確性の要請等に照らすと、相当ではないと
いうべきである。上記損失補償契約の適法性及び有効性は、地方自治法232条の
２の規定の趣旨等に鑑み、当該契約の締結に係る公益上の必要性に関する当該地
方公共団体の執行機関の判断にその裁量権の範囲の逸脱又はその濫用があったか
否かによって決せられるべきものと解するのが相当である。」
宮川光治裁判官補足意見
?財政援助制限法３条は、戦前の特殊会社に対する債務保証により国庫が膨大
な負担を招いたという反省から、「未必の債務」や「不確定の債務」の負担を制
限するため、保証（民法446条以下）という契約類型に限って、政府又は地方公共
団体が会社その他の法人の債務を負うことを禁止する規定と理解すべきものであ
る。立法者が保証と損失補償を区別していたことは、財政援助制限法制定の翌年
である昭和22年に制定された地方自治法199条７項が監査委員の監査権限の対象
として前段で損失補償を掲げ、後段で保証を掲げ、同法221条３項では普通地方
公共団体の長が調査等をすることができる債務を負担している法人について保証
と損失補償を掲げていること等からも明瞭である。そして、両規定は、地方公共
団体が会社その他法人のために損失補償契約を締結し債務を負担することを予定
しているとみることができる。確かに、損失補償契約は、附従性や補充性がない
ばかりか当然には求償や代位ができないのであるから、かえって保証責任よりも
責任が過重になるという場合があり得るが、他方、保証債務は主債務と同一性を
有するので利息・違約金・損害賠償債務等を含むが、損失補償契約では損失負担
の範囲を限定することが可能である。そもそも、財政援助制限法３条は GHQの
指令に基づいて緊急的に立法されたものであるところ、その後、国及び地方公共
団体について個別の立法により保証契約の禁止が少なからず解除されてきてお
り、後述の行政手法が一般化したこともあって、同条の存在意義は薄らいでい
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る。このような立法の経緯とその後の状況の下で、今日、公法上の規制法規（法
人の経済的行為に対する禁止規範）である同条の適用範囲を類推解釈によって拡大
することには相当に疑問があるといえよう。以上のとおり、損失補償契約につい
て同条の規定を類推適用することは、同条本文による禁止の有無に係る実体的観
点からの問題があるのみならず、同条ただし書所定の総務大臣の指定の要否に係
る手続的観点からも、同条の適用範囲について明確性を欠くこととなるという問
題があると思われる。
基本的には、地域における政策決定とそこにおける経済的活動に関する事柄
は、地方議会によって個別にチェックされるべきものであり、金融機関もそれを
信頼して行動しているものと考えられる。保証以外の債務負担行為をどこまで規
制するかは、そうした地方自治の本旨を踏まえた立法政策の問題であるというべ
きであろう。
損失補償については財政援助制限法３条の規制するところではないとした昭和
29年の行政実例（昭和29年５月12日付け自丁行発第65号自治省行政課長による回答）
以降、地方公共団体が金融機関と損失補償契約を締結し信用補完を行うことで金
融機関がいわゆる第三セクターに融資するということが広く行われ、地方公共団
体も金融機関もそうした行為が財政援助制限法３条の趣旨に反するという認識は
なく、今日に至っていると思われる。第三セクターには様々な問題があり、抜本
的改革を推進しなければならないが、平成21年法律第10号による改正において地
方財政法33条の５の７第１項４号が創設され、地方公共団体が負担する必要のあ
る損失補償に係る経費等を対象とする地方債（改革推進債）の発行が平成25年度
までの時限付きで認められるなど、その改革作業も地方公共団体の金融機関に対
する損失補償が財政援助制限法３条の趣旨に反するものではないことが前提とな
っていると考えられる。この問題の判断に当たっては、法的安定性・取引の安全
とともに上記の改革作業の進捗に対し配慮することも求められているといえよ
う。
原審認定事実及び記録からうかがわれる事情によれば、本件損失補償契約は、
平成15年、三郷村において農業活性化と就労機会の創造を目的としたトマト栽培
施設整備事業が開始され、その施設の指定管理者である第三セクターに融資した
金融機関等との間で、村議会の議決を経て締結されたのであるが、実際に三郷村
に一定の雇用をもたらしている。このような事実関係の下では、本件損失補償契
約を締結した当時の三郷村村長の判断に、その裁量権の範囲の逸脱又はその濫用
があったか否かは、それが「公益上必要がある場合」（地方自治法232条の２参照）
に当たるか否かという観点から決せられることとなるのであり、本件では、そも
そも違法であることをうかがわせる要素は特段見当たらないと思われる。」
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【検討】
一 差止請求の可否について
本件訴えは、本件各損失補償契約に基づく本件金融機関等に対する支出の差止
めを求めるもの（地方自治法242条の２第１項１号）であるが、同号に基づく訴え
を提起するためには、一般に、差止めの対象となる行為が現に存在するか又はそ
れがされることが相当の確実さをもって予測されることを要すると解されてい
る。ところが、本件三セクが高裁判決後に精算手続きに移行し、本件各損失補償
契約の対象となった債務が全額弁済されたから、市が損失補償として公金を支出
する蓋然性はない。よって、同号に基づく差止めの対象行為が行われることが相
当の確実さをもって予測されるとはいえない。したがって、支出の差止めの訴え
は不適法であり、却下するというものである。
住民訴訟に前置されている住民監査請求の要件について定める地方自治法242
条１項は、すでに行われた財務会計行為に加え、かっこ書として「（当該行為がな
されることが相当の確実さをもつて予測される場合を含む。）」と規定しており、この
ような行為に対応する住民訴訟上の請求類型が、差止請求（１号請求、地方自治
法242条の２第１項１号）である。
このことから、差止請求においては、将来、違法な「当該行為」が行われるこ
とが相当の確実さをもって予測されること（蓋然性）が訴訟要件となっている。
この蓋然性要件には、当該行為が行われる蓋然性（行為の蓋然性）とそれが違
法である蓋然性（違法の蓋然性）があるといわれてい
(３)
るが、この立場からは、本
判決は二つの蓋然性のうち、行為の蓋然性を欠いたことにより不適法却下を行っ
たものと解することができ
(４)
よう。
二 損失補償契約に係る違法性について
前述のとおり、本判決には自治体が締結する損失補償契約の可否・効力やその
判断基準について付言する部分があり、また、この部分を敷衍する宮川裁判官の
補足意見が付されている。これらの部分は厳密にいえば「傍論」ではあるが、財
政援助制限法３条の類推適用により本件各損失補償契約を無効とした本件控訴審
判決の考え方を実質的に否定したものとみられることから、その点につき以下に
整理を行う。
(３) 佐藤英善「住民訴訟の請求」園部逸夫編『住民訴訟』（ぎょうせい、６版、2005年）193
頁。
(４) もっとも、違法の蓋然性については、差し止めるべき財務会計上の行為の違法性の問題
として、本案要件で考えるべきではないかといわれている（小幡純子「住民訴訟における一
号請求の重要性」ひろば55巻８号（2002年）22頁以下）。
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１ 財政援助制限法３条の趣旨
財政援助制限法は、昭和21年に公布、施行された本則３か条からなる法律であ
るが、同法３条は、「政府又は地方公共団体は、会社その他の法人の債務につい
ては、保証契約をすることができない。ただし、財務大臣（地方公共団体のする
保証契約にあっては、総務大臣）の指定する会社その他の法人の債務については、
この限りでない。」と定める。同法が昭和21年の第90回帝国議会に提出された際
の政府による提出理由の
(５)
説明や碓井光明教授の
(６)
論文によれば、同法３条が設けら
れた理由は、戦前において特殊会社に対し債務保証がされて国庫の膨大な負担を
招いたことに対する反省、「未必の債務」や「不確定の債務」を制限する必要性、
企業の自主的活動の促進等にあったとされる。
２ 自治体の損失補償契約への財政援助制限法３条の類推適用の可否について
の学説
財政援助制限法３条それ自体は自治体等による「保証契約」を違法とするもの
にすぎず、「損失補償契約」には直接言及していないことから、損失補償につい
ても同条を類推適用してこれを違法とすべきか否かが問題となる。この点につい
ては以下のとおり学説の見解が分かれる。
(１）類推適用肯定説（損失補償違法説）
下記の理由から、損失補償は財政援助制限法３条の回避行為ないし脱法行為
として違法と解すべきであると
(７)
する。
(５) 衆議院における提出理由の説明において、石橋湛山国務大臣は次のように述べている
（以下、旧字体の漢字は新字体で表記する）。「政府ハ従来法令ノ規定ニ依ツテ設立致シマシ
タ会社其ノ他ノ法人等ニ対シマシテ、法令或ハ予算外契約ニ基ク各種ノ財政援助ヲ与ヘマシ
テ、以テ其ノ事業ノ遂行ヲ円滑ナラシメ、国策ノ完遂ヲ図ツテ参ツタノデアリマス、併シ今
ヤ終戦ニ伴ヒマシテ戦後財政再建ノ必要ヲ生ジマシタノデ、其ノ一ツノ方途ト致シマシテ、
此ノ財政援助ハ、之ヲ廃止或ハ制限ヲ致シマシテ、国庫負担ノ累増ヲ防止致シタイト考ヘル
ノデアリマス、而シテソレト同時ニ、之ニ依リマシテ戦後ニ於ケル国民経済ノ民主的再建ノ
為ニ企業ノ自主的活動ヲ促進致スコトノ一助トモ致シタイノデアリマス、是ガ此ノ法律案ヲ
提出致シマシタ理由デゴザイマス」（『第90回帝国議会衆議院議事速記録』第22号（官報号外
1946年７月31日）337頁、法人に対する政府の財政援助の制限に関する法律案第一読会）。ま
た、同国務大臣は、貴族院においても同様の提出理由説明を行っている（『第90回帝国議会
貴族院議事速記録』第31号（官報号外1946年９月11日）417頁、同法律案第一読会）。
(６) 碓井光明「地方公共団体による『損失補償の保証』について」自研74巻６号（1998年）
３頁以下。
(７) 碓井・前掲注（６）８頁以下参照。なお、この碓井論文は、違法説の立場に立ちつつ、
損失補償が財政援助制限法に違反しないとの公定解釈が通用している中で、その公定解釈に
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① 損失補償の目的は、金融機関等の万一の損失を補償することによって融
資を容易にし、もって特定の事業の振興を図ることにあり、融資を受けた
者の元利の支払債務を保証するのと経済的実質においてはほとんど異なら
ないというべきであること。
② 損失補償をすべき損失の発生原因は債務不履行に限られるものではない
が、実際は、ほとんどの場合に重なり合っていること。
③ 財政援助制限法の制定時に立法者が保証と損失補償との厳格な区別を意
識していたかは疑問であること。
④ 損失補償は、その補償の対象が理論上債務不履行による損失に限られな
い点において保証の場合よりも容易に担保責任が追及され、自治体は更に
不利な地位に立つこと。
⑤ 財政援助制限法が保証を禁止した理由である「未必の債務」や「不確定
の債務」という性格は損失補償の場合にも全く共通であること。
(２）類推適用否定説（損失補償適法説）
下記の理由から、損失補償が財政援助制限法３条の規制に委ねられたと解釈
するのは困難であると結論づ
(８)
ける。
① 法規の解釈は、まず用語の文理に従い、次いで当該法規の目的や趣旨か
ら論理的推論に移り、さらにそれを立法趣旨に照らして補完するという手
順に従って進められるべきである。とりわけ行政法規の解釈にあたって
は、あたかも司法が自ら行政的判断を下すような対処は慎むべきである。
そして、経済活動の自由を前提にすれば、禁止の対象は保証契約に限ると
解釈することが相当であり、類推によって拡大することには慎重であるべ
きである。また、仮にその対象を例示であるとするならば、立法の作業に
おいても、例えば「保証契約その他これに類する契約で政令に定めるも
の」と規定するのが通常である。
② 地方自治法199条７項及び221条３項において保証と共に損失補償が掲げ
られたことからすれば、立法者が両者を異なるものと扱っていたことが推
従って損失補償契約を結び融資に応じた金融機関が不測の損害を被ることは避けなければな
らないこと、金融機関の貸付に際しての損害担保契約は民間においても行われていることで
あってその行為に反社会性があるわけではないこと等から、損失補償契約の効力自体は無効
とはしていない。すなわち、違法ではあるが、その違法は損失補償契約に至る「事前の意思
決定」や契約締結前の差止めの場面でのみ意味を発揮しうるにすぎない旨述べている。
(８) 門口正人「法律の解釈の在り方についてひとこと」金法1907号（2010年）45頁以下参
照。
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認される。
③ 損失補償は、貸付け、出資等と並ぶ信用補完措置として、自治体によっ
て地方自治法232条の２を根拠規定として行われている。
④ 財政援助制限法３条の立法当時と現在とでは社会経済状況が異なるにも
かかわらず、同条が現在でも地方財政の健全化に支障を生じ得る債務負担
を禁じていると直ちに考えるのは短絡的である。
⑤ 保証でなくても支障を生じ得る債務負担はあり得る一方、信用補完措置
であっても自治体の財政状況や予算措置等によっては何ら支障がない場合
もある。したがって、損失補償が自治体の財政基盤を危うくするとも一概
にはいえない。
⑥ 損失補償が財政基盤を危うくするとの懸念については、議会のチェック
や地方自治法232条の２にいう公益性の判断等で対応するべきである。
(３）二分説
損失補償契約の多様性に着目して、損失補償契約を保証に類似する「不履行
債務即時補てん型」（約定弁済期日において主債務者が所定の弁済を行わなかった
場合には、直ちに、あるいはその請求後などの一定の期間の経過をもって当該時点で
の未返済元本等を金融機関の損失額とするもの。別名「返済不能額不確定型」）と
「回収不能確定時補てん型」（金融機関が担保物件の処分等の回収努力をしてもなお
回収不能が発生した場合に当該回収不能額を金融機関の損失額とするもの。別名「返
済不能額確定型」）に大別し、前者は財政援助制限法３条の類推適用により違法
となるが、後者は直ちには違法とならないと
(９)
する。
３ 本件最高裁判決の意義とその射程
(１）本件最高裁判決の意義
本件の原審は、２（３）の二分説の立場に立ったものであるが、最高裁判決
は、これを否定し、２（２）の類推適用否定説を採用することを明らかにした
ものと考えら
(10)
れる。
(９) 鬼頭季郎＝横山兼太郎「第三セクターに対する融資と損失補償契約の効力についての裁
判及び倒産・再生処理上の諸問題」判時2106号（2011年）３頁以下及び伊藤達哉「地方公共
団体による損失補償契約の効力をめぐる具体的解釈論の展開」NBL950号（2011年）34頁以
下参照。
(10) 本件最高裁判決がこの点の判断を述べている箇所は、形式上は傍論部分である。しかし
ながら、本件の場合、不適法却下の理由を述べれば判決自体の理由付けは足りるところを、
敢えて「付言」という形で踏み込んで判断している点に着目すれば、むしろそこには、高裁
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しかしながら、本件最高裁判決は、損失補償契約を常に適法であり有効だと
述べているわけではなく、損失補償契約の適法性及び有効性の判断基準を財政
援助制限法３条とは別に提示している。すなわち、地方自治法232条の２の規
定（「普通地方公共団体は、その公益上必要がある場合においては、寄附又は補助を
することができる。」）の趣旨等に鑑みて、損失補償契約の締結に係る公益上の
必要性に関する当該自治体の執行機関の判断にその裁量権の範囲の逸脱または
濫用があったか否かによって決するべきとしている。
つまり、損失補償契約については、財政援助制限法３条の類推適用によって
同条との関係で違法性を評価するのではなく、地方自治法232条の２の趣旨に
照らして、損失補償契約締結の際の公益上の必要性に関する判断に、裁量権の
逸脱や濫用があるか否かという観点から考えるというもので
(11)
ある。本件控訴審
判決では、公益上の必要性は、保証類似の損失補償契約が違法であっても例外
的に有効となる特段の事情を肯定したり、金融機関からの履行請求に対して自
治体側が無効を主張して履行を拒むことが信義則に反することを肯定したりす
る一要素という位置付けであったが、本件最高裁判決では、違法性の判断基準
そのものとして挙げられている点が注目さ
(12)
れる。
(２）本件最高裁判決の射程
損失補償契約という表題の契約であれば、公益上の必要性がある限り、すべ
て適法・有効となりうるかといえばそうではないと思われる。常識的に考えれ
判決の見解を修正しその旨宣言しておこうとする最高裁の強い意志が読み取れるのではない
かと思われる。その意味で、今後、類似の事案で下級審の裁判例がどのような判断を示して
いくのかが注目されよう。
(11) アジアパークの破綻に関する、福岡高判平成19年２月19日（金法1830号25頁）及び熊本
地判平成16年10月８日（同号51頁）も同様の考え方を示している。例えば前者の判決は、損
失補償について、「地方自治行政の基本原則（法２条）?地方自治法―筆者注>や地方財政運
営の基本原則（地方財政法３条、４条）にかんがみ、寄附又は補助をする場合（法232条の
２）と同様に、公益上の必要性が認められないような支出をすることは許されず…公金の支
出差止請求が認められるべきである」と述べる。そして、公益上の必要性の有無について
は、「これを一義的に決定することは困難であり、それぞれの地方公共団体における社会的、
経済的、地域的諸事情の下において、当該支出に係る行政目的に照らした政策的な考慮に基
づく個別具体的な判断がされるべきものであるから、第一次的には、地方公共団体の長等が
判断し、次に、地方議会が予算審議等を通じて判断することになるところ、上記地方公共団
体の長等の判断に、裁量権の逸脱、濫用がある場合には、当該支出は公益上の必要性が認め
られず、違法・不当であると判断すべき」と説いている。
(12) 松井秀樹「第三セクター融資の未来予想図」〔インタビュー記事〕金法1935号（2011年）
30頁以下〔32頁〕同旨。
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ば、内容は保証契約そのものだが、表題だけは損失補償契約といった脱法的な
ものであれば、財政援助制限法３条が「適用」される余地は残っているものと
考えられる。そして、実際には、契約の内容がどのくらい保証契約と異なれば
脱法的ではないとして、最高裁判決の判断枠組みが適用されるのかという論点
は残される（契約書に、附従性、補充性、求償や代位に関する条項がなければ、形
式的には保証契約と違うので、最判の判断枠組みが適用されると考えてよいのか、そ
れだけでは足りないのか。）。この点、判決で判示された内容や宮川補足意見から
判断すれば、安曇野事案と同種の契約（返済不能額不確定型）については、射
程が及ぶと考えられる。
本件最判の射程が以上のようであるとして、結局のところ、公益上の必要性
の判断がポイントになる。一般に、地方自治法232条の２に関し、公益上の必
要性に関する判断に裁量権の逸脱又は濫用があったか否かについては、補助金
の交付の場合、当該補助金交付の目的、趣旨、効用及び経緯、補助の対象とな
る事業の目的、性質及び状況、当該自治体の財政の規模及び状況、議会の対
応、地方財政に係る諸規範等の諸般の事情を総合的に考慮して検討することと
されて
(13)
いる。この点、本事案においては、宮川補足意見では、三郷村において
農業活性化と就労機会の創造を目的としたトマト栽培施設整備事業が開始さ
れ、その施設の指定管理者である第三セクターに融資した金融機関との間で締
結した損失補償契約であり、実際に三郷村に一定の雇用をもたらしていること
を指摘しつつ、公益上の必要性に関して裁量権の逸脱や濫用をうかがわせる要
素は特段見あたらないと述べている。仮に、このように、「一定の雇用をもた
らしている」という程度の公益上の必要性であっても、裁量権の逸脱や濫用は
なしとして有効と判断されるのであれば、それほど厳しい要件ではないと考え
ら
(14)
れる。
三 まとめ
損失補償契約は、昭和29年の行政実例（昭和29年５月12日付け自丁行発第65号）
もあり、財政援助制限法３条で禁止される保証契約とは異なるものとして同条に
は違反しないものと解され、従来からこれが行為規範となって行政実務上の処理
がなされてきているという経緯がある。
また、このような経緯から、適法という認識の下に、自治体との損失補償契約
を信頼して法人への融資を実行してきた金融界への影響にも配慮する必要があ
(13) 広島高判平成13年５月29日 判時1756号66頁（日韓高速船補助金住民訴訟控訴審判決）。
(14) 松井・前掲注（12）33頁参照。
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る。
さらに、訴訟当事者間の利益衡量を旨とする民事法の解釈とは異なり、自治体
等の経済的活動に対する公法的規制である財政援助制限法３条の解釈において
は、保証と損失補償とを法文上明確に区別している立法府の意思や地方自治の本
旨の尊重といった観点からも、同条の立法趣旨や対象の類似性といった点から安
易にその類推による対象範囲の拡張を行うべきではなく、むしろその文理に忠実
に解釈すべきものと考えら
(15)
れる。
これらを考え合わせると、最高裁判決（傍論ではあるが）の立場は基本的に妥
当であると考
(16)
える。
ただ、宮川裁判官補足意見の理由付けには、全く疑問がないわけではない。個
別法（特別法）の立法による財政援助制限法３条の適用除外という立法政策上の
傾向を、現行法の解釈の理由の一つとして挙げていることは、実質的に、立法論
を現行法の解釈論に持ち込んでいるのではないかという疑問も生じうる。
本来、このような個別法の立法政策上の傾向については、これから自治体の保
証契約規制の立法論全般の中で、学界や実務界が活かしていくべき点ではなかろ
うかと思われる。なぜなら、これは、現行法（財政援助制限法３条）が社会の実
情に合わなくなっていることを示す証左でもあるからである。その意味で、宮川
補足意見の指摘は、このような立法論の進展を暗に促しているとみることもでき
よう。
自治体の保証契約規制の立法論については、例えば、前掲碓井論文（自研74巻
６号３頁以下）が、「試論的な検討」として展開している。ここにおいては、自治
体による債務保証の原則的禁止と自治大臣（現・総務大臣）の指定による解除
（規制除外）という現行のスキームを今後も維持すべきかどうかという形で問題
提起がなされ、自律的意思決定を行うべき自治体に対して大臣が「指定」権を発
動するという思想そのものの適否が問われるとの疑問が呈せられている。その上
で、債務保証は原則として禁止しつつ、法律の定める制限の範囲内で、どのよう
な場合に（目的、限度額等）例外的債務保証を認めるかを各自治体の条例で定め
ること、その前提として当該「会社その他の法人」の財務内容・経営計画が明瞭
(15) 判自349号96頁匿名コメント同旨。
(16) なお、「本判決の判断が、弁論を開くことなく短期間で破棄自判し『職権による検討』
として示されたものであり、それはおそらく改革推進債の発行期限（平成25年）が迫る中で
混乱する争点に早期に見解を示すためであったとすれば、なおさら違法との判断はとりえな
かったものと考えられ」、その意味で、「本判決はこのような特殊事情を踏まえて理解する必
要がある。」とする見解もある（北島周作「判批」ジュリ臨時増刊・平成23年度重判解38頁
以下〔39頁〕）。
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な形で自治体及び住民に知らされる必要があること等が提言されている。
私見であるが、経済的実質を考えた場合、債務保証だけでなく、これと並んで
損失補償契約についても上記碓井論文が述べると同様の構造で制度設計を考えて
いくことも検討に値するのではないかと思われる。債務保証・損失補償のいずれ
であるかを問わず、地方自治の本旨に沿った統制が構想されるべきではなかろう
か。
（2012年９月25日脱稿)
【追記】脱稿後、宇賀克也「地方公共団体が金融機関と締結した損失補償契約の適
法性（１）・（２・完）」自セ51巻11号（2012年）43頁以下及び同巻12号（同年）40
頁以下に接した。
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